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序章 

 

 

構想の目的と構想策定の経緯 

 

はじめに 

福島・茨城・栃木の３県の県際地域であるＦＩＴ地域は、県境という壁はあるものの、昔から市町

村の垣根を越えて人々が往来し、一定の生活圏を形成している地域であり、これまで21世紀ＦＩＴ

構想のもと、先導的な交流拠点の整備等のハード事業を進めながら、県境を越えて交通、情報、産業、

文化、観光など様々な分野で協力し、連携、交流を図ってきました。 

また、ＦＩＴ地域は、交通体系の整備の進展により、東京からの地理的優位性が以前にも増して高

まっているとともに、豊かな自然環境、地域資源に恵まれるなど、様々なポテンシャルを有していま

す。 

一方、地方分権の流れの中で、平成の大合併により地域内の市町村も大きく再編され、また、国土

形成計画（全国計画）が策定されるとともに、広域地方計画の策定に向け、全国８つの圏域において

圏域内の都市・地域間の連携の方策が検討され、さらに首都圏と東北圏で隣接する福島・茨城・栃木・

群馬・新潟の５県の北関東・磐越地域において分科会を設置し、地域の特性に応じた発展構想等を描

くこととするなど、県境を越えた広域的な地域づくりの検討が進められています。 

ＦＩＴ地域においても、地域のポテンシャルをいかした発展の方向性を明示するとともに、県境を

越えた連携をより一層緊密なものとし、地域全体が一体となって、新しい時代の活力ある地域づくり

を推し進めることが必要となっています。 

こうした状況の中、地域に暮らす人々が主体となり、豊かな地域資源や伝統文化をいかしながら、

地域住民をはじめ、産・学・民・官が連携・協働して地域づくりに取り組むことにより、地域全体が

一体となって新しい時代の交流圏を形成し、さらなる発展を目指す新たな構想を策定し、推進を図っ

ていくものです。 

 

 

 

構想の目的 

首都東京に近接し、新しい時代にふさわしい、人々をひきつけてやまない地域づくりに向けたポテ

ンシャルを豊富に有する3県の県際地域（那須岳・八溝山を中心とする地域）が、これまで培ってき

た交流・連携をもとに広域交流圏としてのさらなる発展を目指すものです。 

 ■ 目的達成のための視点 

  （１） 広域交流圏としてのブランドイメージの確立 

  （２） 交流・二地域居住や広域観光交流等の促進 

  （３） 交通体系や情報通信基盤等の整備 

（４） 首都直下地震への対応を踏まえた防災体制の整備など、安全・安心な地域の形成 

 

 

 

 

序‐１ 
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序章 

 

 

構想策定の経緯 

 

◎ 21 世紀ＦＩＴ構想（以下、「前構想」という。）は、福島・茨城・栃木の３県が、その県際地域

を中心に、東京からの近接性や高速交通体系、さらには豊かな自然環境や災害に対する安全性の高

さなど地域の有するポテンシャルを生かし、21 世紀にふさわしい新たな先導拠点の形成を進める

ための構想であり、昭和62年10月15日に開催された「福島・茨城・栃木三県知事会談」にお

いて、相互協力のもとに推進することを合意しました。  

 

 ◎ 前構想については、平成５年９月に策定した「21 世紀ＦＩＴ構想推進指針」（以下、「指針」と

いう。）に基づき、推進期間を概ね2010年度（平成22年度）までとし、産学官の連携のもと、

それぞれが主体的に構想実現に向けた取組を行い、ＦＩＴ地域整備の基本方針である「自然との共

生を図るヒューマンポリスの形成」「特色ある地域群の形成」「広域的な交流圏の形成」の３つの柱

に基づく事業を推進してきました。 

 

 ◎ 「特色ある地域群の形成」に掲げる主要な事業の進捗状況は、平成 17 年度で 78.1％（供用済

又は着手した事業）と概ね進んでおり、また、平成17年度と平成５年度を比較したＦＩＴ地域内

の国県道の改良率は11.1％、観光客の入込みは33.5％とそれぞれ増加しています。 

   また、ＦＩＴ地域の市町村を対象としたアンケート調査では、これまでのＦＩＴ構想の推進状況

について、「評価している」と回答した市町村数が、「評価していない」と回答した市町村数を大き

く上回っており、一定の評価が得られていますが、一方では、県と市町村間、各種団体等との連携

不足などについての意見もあります。 

 

 ◎ 一方、全国的に、本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進行に伴い、地域の活力低下や

高齢者単独世帯の増加、人口規模が縮小する中での豊かさの維持、労働力人口の減少下における財

やサービスの供給主体の確保等が困難な状況になっています。  

   ＦＩＴ地域においても、高齢化や過疎化の更なる進行、また、市町村合併の進展や経済状況の変

化等、構想を取り巻く諸情勢が大きく変化してきました。 

 

 ◎ 平成５年の指針策定後、国においては、全国総合開発計画が第四次全国総合開発計画から21世

紀の国土のグランドデザインへ移行するとともに、平成 17 年７月に国土総合開発法が改正され、

国土形成計画法が制定されました。国土形成計画（全国計画）においては、「首都圏のうち北関東３

県と隣接する福島県及び新潟県の磐越２県は、これまでもブロックを超える広域連携の取組を進め

てきており、今後の交通基盤整備の進展等により新たな発展が期待できる地域であることから、分

科会の活用等により当該地域の特性に応じた発展構想等を描いていくことが求められる。」とされて

おり、北関東・磐越地域分科会を設置して地域の自立的な発展のために必要と認められる広域的な

連携に関する事項を協議し，首都圏広域地方計画及び東北圏広域地方計画に取り込んでいくことと

しています。 
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序章 

 

 

 ◎ また、平成16年度には、福島県・茨城県・栃木県・群馬県・新潟県の5県において、県境を越

えた広域的な行政課題等への対応、真の分権型社会への実現に向けた広域的な連携強化等を趣旨と

して、北関東磐越五県知事会議が創設され、広域的地域ネットワーク網の形成、防災や観光、国際

経済における交流連携等について協議が進められています。 

 

 ◎ 前構想においては、21 世紀ＦＩＴ構想推進協議会（以下、「本協議会」という。）のもとに、こ

れまでもハード事業を中心とする先導的な交流拠点の整備を進めながら、県境を越えて連携、交流

を図ってきたところです。一方、前構想を取り巻く諸情勢が著しく変化し、過疎・中山間地域の振

興など共通の行政課題への対応が顕在化してきていることから、効果的なハード事業の継続的推進

に努めるとともに、これまで整備した施設や地域資源を有効に活用したソフト事業の展開が必要と

なり、新たな構想策定に向けて取り組むため、平成17年10月、本協議会に「新構想検討部会」

を設置し、検討を進めてきたところであり、このたび、この新構想を策定するものです。 
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序章 

 

 

構想の基本理念 

本構想では、次の３つの柱を基本理念として掲げ、FIT 地域の将来像を示すとともに、構想の実現

に向けて取り組んでいきます。 

 

 （１） 人と自然の共生 

本構想は、人と自然との共生を重視した地域づくりを基本とします。このため、地域の有する

優れた自然環境と人とが共生し、快適な生活空間を持つ持続的発展が可能な循環型社会の形成を

進めます。 

 （２） 新しい時代の活力ある地域の形成 

    本構想は、持続可能で活力ある地域づくりを目指すものです。このため、高速交通体系や防災

体制、情報通信基盤等の整備を図り、東京圏との近接性を生かして、交流を促進し、産業の振興

を図ることにより、地域の魅力を再発見し、地域に誇りを持って幸福に生活でき、その魅力を広

く発信する、新しい時代の活力ある地域を形成します。 

 

 （３） 連携・協働による地域・交流圏の発展 

    本構想は、人間性を重視した人に優しいヒューマンスケールのまちづくり、地域づくりを進め

ようとするものです。このため、地域内はもちろん、地域外とのネットワークを広げ、行政と地

域住民、NPO 法人や民間団体等が連携・協働してそれぞれの役割を果たしていくという考え方

にたった地域づくりに取り組むことにより、地域全体として新しい時代の交流圏を形成し、さら

なる発展を目指します。 

 

 

構想の推進期間 

本構想の推進期間は、2009年度を初年度とし、2025年度までとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

序‐２ 

序‐３ 

本構想は、推進期間を 2018 年度までとしていましたが、その基本理念等は、FIT地域が広

域交流圏としてのさらなる発展を目指す上で引き続き核となるものであることから、推進期

間を 2025年度まで延長し、取組を継続していきます。  
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20市町村

10市町 6市町

図 -1　対象地域図

いわき市、白河市、須賀川市、鏡石町、天栄村、南会津町、
下郷町、西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町、棚倉町、矢祭町、
塙町、 川村、石川町、玉川村、平田村、浅川町、古殿町

福島県

大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、
那須烏山市、益子町、茂木町、市貝町、
那須町、那珂川町

栃木県

日立市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、
常陸大宮市、大子町

茨城県
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第１章 ＦＩＴ地域の現状 
 

 

 

ＦＩＴ地域が有する地域特性 

本地域は、首都東京に近接し、豊かな自然や伝統文化に恵まれるなどの豊富なポテンシャルがあり

ますが、地域の中に地理的及び歴史・文化的条件が類似している地域があり、それぞれ次のような地

域特性を有しています。 

 

 

 

冷涼で快適な那須高原や甲子高原、日光国立公園や尾瀬国立公園といった全国有数の自然公園等

があり、紅葉や深雪等の四季折々の風景や乗馬、パラグライダー、スキー等のスポーツも楽しむこ

とができ、大自然を満喫できる地域です。 

 

 

 

東北新幹線や東北自動車道といった高速交通網を利用することで、東京圏への通勤が可能な地域

であり、また、福島空港の利用により、海外や国内主要都市へ移動可能であり、利便性も優れてい

る地域です。さらに、製造業を中心とした企業が立地する工業団地や住宅団地等、都市機能が集積

しています。 

 

 

 

八溝山地や阿武隈高地に抱かれ、森林資源や豊かな温泉、那珂川や久慈川等の豊富な淡水魚が生

息する澄みきった清流を有し、のどかな田園や里山といった日本の原風景ともいうべき落ち着いた

たたずまいが残っており、また、多様な伝統文化、芸術、歴史のある地域です。 

 

 

 

雄大な太平洋に面した美しい海岸線や海水浴場、新鮮な海の幸があり、また、人々が集い賑わう

交流拠点となっている港湾を有し、ヨットやサーフィン等のマリンスポーツも楽しむことができ、

海洋文化が体験できる地域です。さらに、常磐自動車道や常磐線の利用により、東京圏へは日帰り

で往来することができ、また、臨海部には製造業をはじめとする企業が立ち並び、産業が集積して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

１-１ 

■ やまなみ高原地域 

■ ふるさと交流都市地域 

■ せせらぎ里山地域 

■ しおさい海浜地域 
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やまなみ高原地域
ふるさと
交流都市
地域

せせらぎ里山地域

しおさい
海浜地域

図-2 ●  FIT 地域の地域特性
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第１章 ＦＩＴ地域の現状 
 

 

 

ＦＩＴ地域が有するポテンシャル 

本地域が有するポテンシャルは、次のようなことがあげられます。 

 

 

雄大な太平洋や那須岳等の壮大な山岳、那珂川や久慈川等の澄みきった清流、のどかな田園とい

った多様な自然環境を有し、日本の原風景が残り、また、この自然と人々が織りなす魅力的な伝統

文化が地域に生き、人情味あふれ人間的なふれあいができる地域です。 

 

 

 

多様な自然から生み出されたそばやいちご、鮎、あんこうといった美味しい食べ物、人々を魅了

する伝統文化や芸術、歴史に育まれた白河だるまや西ノ内和紙、益子焼等の匠の技や工芸品、さら

に、おもてなしの心に満ち、癒しの場を提供できる人材等、人々を魅了する地域資源が豊富である

ため、地域ブランドの創出が可能です。 

また、アクアマリンパークや大内宿、袋田の滝、那須高原等、人々をひきつける観光資源も豊富

です。 

 

 

 

東京から 100～200ｋｍ圏に位置し、東北新幹線や東北自動車道、常磐自動車道等の高速交通

体系が整備され、１時間から３時間で移動することができ、日帰り圏となっています。 

 

 

 

東北新幹線や常磐線・水郡線等の在来線の鉄道網に加え、南北に走る東北自動車道及び常磐自動

車道、東西を結ぶ磐越自動車道、あぶくま高原道路などの道路網、国内外を結ぶ茨城港、小名浜港

といった重要港湾や福島空港等が整備され、人々が集い賑わう交流拠点となっています。 

また、周辺地域では、北関東自動車道や茨城空港が整備され、有機的な連携を図ることが可能で

す。 

 

 

 

2011 年に発生した東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故（以下、「震災等」とい

う。）による災害はＦＩＴ地域にも大きな被害をもたらしました。一方、東京圏等においては今後

高い確率で巨大地震が発生することが予測されています。 

地震に限らず、いつどこで発生するか分からない様々な自然災害に対して、過去の災害から得た

教訓や、未曽有の震災からの復旧・復興対策における経験や知見をしっかりといかす土台があり、

近隣圏の住民等を支援することが可能です。 

１-２ 

■ 豊かな自然と伝統文化に恵まれた、人と人とのふれあいのある地域 

■ 地域ブランドを創出できる地域資源の豊かさ 

■ 東京との距離的・時間的近接性  

■ 広域交通基盤や港湾・空港等の社会資本整備の進展 

■ 自然災害への備えと経験 
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200km

150km

100km

図-3 　東京との近接性
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第１章 ＦＩＴ地域の現状 
 

 

ＦＩＴ地域の課題 

本地域の現状を考慮すると、次のような課題があげられます。 

 

 

 

   FIT 地域の認知度向上を図り、地域全体のブランドイメージを確立していくために、豊かな地域

資源をいかした地場産業の振興や観光を推進するとともに、積極的なPR を図ることが必要です。 

 

  

 

   人口減少と高齢化が進んでおり、将来に向けて更なる人口減少が見込まれることから、構造的な

課題解決に向け、地域内外との交流や移住等を促進し、地域産業の振興を図るなど、地域を活性化

することが必要です。 

 

 

 

   人々の意識が、効率性や利便性、物質的豊かさから、安全・安心、環境や美しさ、文化といった

心の豊かさを求める方向に変化しています。 

また、近年は現役世代等を中心に地方への移住や二地域居住等への志向が高まっていることから、

ＦＩＴ地域においても東京圏との近接性等をいかして都市住民等のニーズに対応した生活環境を

提供することが必要です。 

 

 

 

   地域内の特色ある豊かな地域資源が十分にいかしきれていない状況であり、また、震災後は観光

客が減少しています。 

   さらに、高齢化や人口減少に伴い、伝統産業等の維持や発展が困難になる恐れがあります。 

   このため、豊かな地域資源と地域内外の様々な人々の知識や経験をいかした、観光や都市と農村

間の交流促進、伝統産業の次世代への継承、異業種間の連携など、更なるＦＩＴ地域内外の人的・

物的な交流・連携が必要です。 

 

 

 

   人やもの、情報が行き交う広域的な交流圏を形成するため、基幹的な交通網の利便性向上や生活

に密着した道路等の整備を促進し、生活交通の維持や２次交通の充実も含めた交通体系の整備を図

ることが必要です。 

   また、既存の道路や農産物直売所、道の駅などの地域間交流施設やブロードバンド等の情報通信

環境基盤を有効に活用し、地域活性化にいかすことが必要です。 

 

１-４ 

■ 一体的な交流圏を形成する上での地域全体イメージの確立 

■ 人口減少時代に対応した交流の促進等による地域活性化 

■ 多様化するライフスタイルに対応した生活環境の提供 

■ 地域資源をいかした交流・連携の促進 

■ 交流圏形成のための社会基盤整備と利活用の促進 
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第１章 ＦＩＴ地域の現状 
 

 

 

    

   ＦＩＴ地域は2011 年に発生した東日本大震災において甚大な被害をこうむり、その後、復旧・

復興に取り組んできました。 

今後は、地域の防災機能をより強固なものとするとともに、災害時等においては、東京圏をはじ

めとする近隣地域と相互に応援を行うことが求められます。 

また、全国的な医師の不足は、地理的条件などが不利な地域で特に深刻なことから、地域医療の

確保が求められます。 

さらに、ＦＩＴ地域は農業や漁業が盛んで、東京圏等への食料供給が多い地域であり、安全・安

心な食料の供給が必要です。 

 

■ 安全・安心な地域の形成 

20
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泉、森林等の

食べ物、人材

源をいかした

再発見・

の

材

た
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■ 

交

地域

３章 主要

人口減少に対

において実施

ともに、交流

談窓口の整備

ロジェクトの

事業イメー

受入意識の

● 地域住民

よるサポー

● 受入れに

● ＦＩＴ地

ルールの明

情報発信

● 民間団体

たターゲッ

● 空き家バ

地域力の向

● 交流・二

● 医療・福

の充実 な

地域振興

● 医療・福

● コミュニ

推進体制の

● 地域住民

など 

交流・⼆

交流・二地

域のポテン

要プロジェ

対応し、人と

施している交

流・二地域居住

備などのサポ

の展開の視

ージ 

の醸成と受

民の受入意識

ート体制の整備

による地域づ

地域が有する

明確化 など 

・相談・現

体や行政等が

ットを具体的に

バンク等を活

向上 

二地域居住実

福祉、教育・

など 

につながる

福祉、教育・

ニティビジネ

の整備 

民や集落等を

⼆地域居住

地域居住・移

ンシャルをい

クト 

人とがふれあ

流、二地域居

住実践者、移

ポート体制の充

視点】 

受入方針・ル

識の醸成、きっ

備 

づくりのコンセ

る地域特性を踏

現地案内の体

が連携・協働し

に設定するな

活用した空き家

実践者や移住者

文化、レジャ

る仕組みづく

文化など各種

ネスの創出、伝

を交えた、地域

住プロジェ

移住者の受け

いかした魅力

 

あい賑わいの

居住、移住施

移住者を受け

充実を図るな

ルールの明確

っかけづくり

セプトの明確

踏まえた交流

体制整備 

し、ＦＩＴ地

など、戦略性

家情報の提供

者に対する地

ャー等のサー

くり 

種サービスに

伝統産業の後

域が一体とな

ェクト

け入れに当た

力を発信する

のある地域を

施策等と連携

け入れる地域

など、交流・

確化 

り、移住・二

確化 

流・二地域居

地域のポテン

性を持った情報

供や都市住民

地域サポート

ービスの提供

に関する仕組

後継者確保・

なった移住・

たっての体制

る 

を形成するため

携しながら、効

域住民の意識の

二地域居住

地域居住者を

居住・移住の類

ンシャルをいか

報発信 

民等からの相談

ト体制の充実 

供や広域的な連

組みづくり 

育成 など 

二地域居住等

制を整備す

め、ＦＩＴ地

効果的な情報

の醸成、移住

・移住を促進

を支援する民

類型の決定、

かしつつ、移

談体制の整備

連携のもとで

等の推進体制

るとともに

地域内の団体

報発信を行う

住等に向けた

進します。

民間団体等に

受入方針・

移住等に向け

備 など 

での受入環境

制の整備 

に、ＦＩＴ

体

う

た

に

け

境
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東

有効

３章 主要

人々をひきつ

光資源と連携

交流や「体験

や関係人口の

ロジェクトの

事業イメー

地域資源の

● ホームペ

● 訪問者の

● ＦＩＴ地

した情報発

● 旅行業者

● 空港、港

● 「ダイヤ

体験を軸

● 来訪者の

● ＦＩＴ地

と発信 な

地域での交

● 体験メニ

観光交流を

● 農林水産

● 二地域居

推進体制の

● 地域住民

● 体験型観

広域観光

東京圏等で

効に活用し

要プロジェ

つけてやまな

携する視点を

験」を軸にし

の増加を図る

の展開の視

ージ 

の活用と情

ページ・ＳＮ

の行動範囲や

地域の強みで

発信 

者等への情報

港湾、鉄道、

ヤモンドルー

とした観光

の滞在パター

地域ならでは

など 

交流 

ニュー参加者

をいかした

産業等との連

居住、移住・

の整備 

民が主体となる

観光交流を促進

光交流プロ

でのＰＲ活動

た広域的な

クト 

い活気のある

持ちつつ、地

した観光を推進

など、広域観

視点】 

情報発信 

Ｓ等を活用し

や滞在時間を拡

である、東京圏

報提供や連携事

高速道路を利

ト」プロモー

光の推進 

ンや熟練度に

はの体験を発信

者と地元住民と

た地域振興

連携による再度

定住促進施策

る組織づくり

進するための

ロジェクト

動などの情報

な観光交流を

 

る地域を形成

地域が有する

進することに

観光交流を促

した情報発信

拡大する地域

圏等からのア

事業の実施

利用したＦＩ

ーション等と

に応じた体験

信・提供する

とが交流する

度の訪問につ

策との連携

り 

の関係者の連

ト

報発信を強化

を促進する

成するため、

る魅力ある地

により、リピ

促進します。

信や東京圏等

域内情報の提

アクセスの良

ＩＴ地域周辺

と連携したイ

験メニューの

るための人材

る機会の創出

つながる仕組

など 

連携、情報の共

化するととも

会津や水戸

地域資源を有効

ピーターやファ

 

等でのキャンペ

提供 

良さと海・里山

辺観光地を含め

ンバウンド需

の企画 

材育成、体験型

出 など 

組みの構築 

共有  など

もに、ＦＩ

・大洗、日光

効に活用し、

ァンを増加さ

ペーンの実施

山・高原等の

めた周遊ルー

需要の取り込

型施設等の情

ど 

Ｔ地域の地

光等の周辺の

地域住民と

させて交流人

施 

の魅力をいか

ートの構築

込み など

情報の集約化

地域資源を

の

と

人

か

化
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交

に有

３章 主要

人やもの、情

整備、情報通

ロジェクトの

事業イメー

生活交通網

● 中山間地

● 交流・二

地域間交流

● 広域観光

● 農林水産

情報通信基

● ブロード

交通システ

● デマンド

● バス路線

● ２次交通

各種基盤の

● 道の駅な

等の実施に

交通・情

交通・情報

有効に活用

要プロジェ

情報が行き交

通信環境の構

の展開の視

ージ 

網、幹線交

地域の振興に

二地域居住や

流施設の整

光交流の促進

産物直売所や

基盤の整備

ドバンド環境

テムの確立

ド型乗り合い

線の確保  

通の充実・強

の有効活用

などの地域間

による地域活

情報通信基

報通信基盤の

していく 

クト 

う広域的な交

築・改善など

視点】 

交通網の整備

に資する交通網

や広域観光交流

整備 

進に資する施設

や道の駅の整備

備 

境の整備促進

立 

タクシー等の

強化 など 

用 

交流施設等を

活性化と交流

基盤整備プ

の整備を促進

 

交流圏を形成

ど、交通・情

備 

網の整備 

流の促進に資

設の整備 

備 など 

など 

の整備 

を核とした地

流の拡大 など

プロジェク

進するととも

成するため、

情報基盤の整

資する交通網

地元産品の販

ど 

クト

もに、各種基

利便性の高い

整備を促進しま

網の整備 など

販売・情報発信

基盤を地域活

い道路や地域

ます。 

ど 

信の強化や各

活性化や情

域間交流施設

各種イベント

情報発信等

設

ト
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確保

３章 主要

東日本大震災

じめとする近

うとともに、

り等に対応す

ロジェクトの

事業イメー

広域的な防

● 地域内外

● ＦＩＴ地

地域医療の

● 県境を越

● ドクター

安全で安心

● ＦＩＴ地

● 情報発信

安全・安

東日本大震

保を進める

要プロジェ

災からの復旧

近隣地域にお

医師不足の解

するなど、安

の展開の視

ージ 

防災体制の

外の自治体と

地域における

の確保 

越えた医療機

ーヘリの効率

心な食料の

地域の特色を

信の強化等に

安⼼プロジ

震災からの復

とともに、

クト 

・復興に向け

おいて災害等

解消等による

全で安心な地

視点】 

の整備 

の防災に対す

る防災体制の強

機関との広域連

率的運用 など

の供給 

をいかした安全

によるＦＩＴ地

ジェクト

復旧・復興に

農産物等に

 

けた取組を踏

等が発生した際

る地域医療の

地域づくりを

する相互応援

強化 など

連携 

ど 

全で安心な食

地域の食品等

に向けた取組

に対する風評

踏まえ、防災

際の避難者等

の確保、さら

を促進します

援体制の確立

食料供給の推

等に関する風

組を踏まえ、

評払拭に取

災機能の充実

等の受入れや

には安全で安

す。 

立 

推進 

風評の払拭 な

、防災体制の

り組む 

・強化を図り

や物資の供給

安心な食への

など 

の強化や地

り、東京圏を

給等の役割を

のニーズの高

地域医療の

を

を

高
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第４章 取組の推進にあたって 
 

 

地域住民をはじめ、産・学・民・官が一体となって取り組み、主要プロジェクトに掲げた事業を効

率的に構築しながら、地域全体における本構想実現に向けての気運の醸成を図り、また地域内外への

周知や情報発信に努め、さらに、社会基盤等に対する積極的な支援について国等関係機関に働きかけ

るなど、本構想を真に実りのあるものとするため、本協議会としては以下のことに取り組んでいきま

す。 

また、本協議会の構成団体は、本構想の実現に向け、各々が創意工夫を行い、事業を実施していき

ます。 

さらに、事業の推進に当たっては、ＦＩＴ地域を含む、より広域的な地域を対象とする首都圏広域

地方計画や東北圏広域地方計画、北関東磐越五県知事会議における取組との整合を図ります。 
 

 （１） プロジェクトの推進 
    各県、市町村及び地域づくり団体等が独自に行う事業を把握し、調整・連携を図るとともに、

地域特性やプロジェクトごとに対応するプロジェクトチームにおいて検討を行い、効率的に事業

を実施する、各団体等における事業との連携を図るなどして、主要プロジェクトを推進します。 

    また、事業の実施に当たっては、事業の効果を点検し、必要に応じて見直しを図るものとしま

す。 

 

 （２） 地域内の交流促進 
    地域内の活発な交流を促進するため、ＦＩＴ地域の豊かな地域資源を活用した周遊促進や魅力

発信に向けた事業の実施や民間団体等が行う地域づくり事業を支援していきます 

 

 （３） 産・学・⺠・官の連携強化 
    地域住民や各民間団体等からの意見や提案を求め、産・学・民・官がそれぞれ特性を出し合っ

て事業をプロデュースするなど、連携を強化していきます。 

 

 （４） 多様な主体の参画・連携・協働による地域づくりの促進 
    ＮＰＯや地域づくり団体等が行うグリーンツーリズムや地域資源を活用した体験型観光、６次

化商品・特産品等の開発等、地域内外の交流・対流を促進する事業や地域ブランドを創出する事

業を支援し、また、地域を支える担い手の育成や多様な主体の連携・協働による共助社会づくり

によって、より魅力的な地域づくりを推進していきます。 

 

 （５） 地域全体での気運の醸成 
    構想を推進していくためには、地域住民をはじめ、産・学・民・官が一体となって取り組むこ

とが必要であり、地域全体での本構想の実現に向けた気運の醸成を図ります。 

 

 （６） 広報活動 
    地域内外への周知や情報を発信するために、ホームページやＳＮＳ等を活用するとともに、パ

ンフレットの作成や既存のメディアとのタイアップ、イベント等の実施など、様々な広報の機会

を捉え、積極的なＰＲに努めます。 
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第４章 取組の推進にあたって 
 

 

（７） 国等関係機関への要望 
    主要プロジェクトを推進する上で必要となる民間団体等が行う地域づくり事業や道路、新交通

システム、ブロードバンド基盤等の交通・情報基盤、公園、文化施設等の地域間交流施設の整備、

人口減少社会への対応策の推進に係る積極的な支援及び東日本大震災からの復興、ＦＩＴ地域に

深刻な影響を及ぼしている風評の払拭等を国等関係機関に働きかけるとともに、外部資金を活用

した事業も実施していきます。 

また、ＦＩＴ地域を越えたより広域的な検討を必要とする課題については、北関東磐越五県知

事会議に提案するなど、連携を図っていきます。 
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